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Ⅰ　は じ め に

日本の男女雇用平等法制の中心に位置するの
は，いわゆる男女雇用機会均等法（均等法）であ
る。改めて言うまでもない，常識というべき事柄
であるが，この均等法について語るのは，いささ
か面倒である。「1985 年の制定から 35 年が経過
し……」と書こうとすると，すぐに，形式的に

男女の雇用平等
──法制の現状と課題

日本の男女平等法制の中心に位置する男女雇用機会均等法（均等法）は，2006 年の法改
正で，それまでの片面的な性格から男女を問わない差別禁止法に進化し，さらに 2015 年
の女性活躍推進法の制定によって，法システムが一応の完成に至った。しかし，「平等」
法制として，均等法にはいくつかの課題も残っている。たとえば，差別禁止の対象事項が
包括規定ではなく列挙方式となっており，かつ，賃金については労基法 4 条に委ねられて
いること，差別の立証のルールが確立されていないこと，間接差別について対象を省令
で定める形になっていること，妊娠・出産に対する不利益取扱いの禁止やセクシュアル・
ハラスメントの措置義務について，平等のための規定という位置づけが必ずしも明確でな
いことである。また，女性活躍推進法も，行動計画の中身が事業主に委ねられるなど実効
性への疑問もあるが，実質的な平等に向けた一歩としての意義は認められる。今後，均等
法の法違反に対する救済を含めて，さらなる法制の強化が検討されるべきである。

中窪　裕也
（一橋大学教授）

は 1972 年制定の勤労婦人福祉法の改正であった，
という注釈が必要となる。

実際，同法が均等法に組み替えられた当時は，
正式名称も「雇用の分野における男女の均等な機
会及び待遇の確保等女子労働者の福祉の増進に関
する法律」であり，女性労働者の「福祉」のため
の立法という性格が強く残っていた。他方，均等
な機会・待遇の確保という「平等」の面では，募
集・採用・配置・昇進についての努力義務規定に
象徴されるように，不十分な内容にとどまった。

その後，1997 年の改正で，努力義務規定を禁
止規定にするなどの強化・拡充がなされ，法律名
も「雇用の分野における男女の均等な機会及び待
遇の確保等に関する法律」に改められた。しか
し，「女性」に対する差別のみが禁止されるとい
う法律の構造は維持され，「男性」は保護の対象
に含まれていなかった。

その意味で，2 回目の大改正に当たる 2006 年
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改正は，このような片面的性格を改め，均等法を
男女を問わない性差別禁止立法へと進化させた，
根本的な飛躍であった。そこに至るまでの経緯は
もちろん踏まえる必要があるが 1），今日の均等法
を論じるためには，むしろ 2006 年を起点にすえ
るのが適切であろう。そして，その後，2015 年
に女性活躍推進法が制定され，マイルドな形なが
ら積極的な是正に向けた措置が事業主に義務づけ
られたことにより，法システムが一応の完成を見
たと考えることができる。

以下では，このような日本の男女雇用平等法制
の現状と課題について，若干の考察を行うが，本
研究会議が学際的な議論の場であることから，基
本的な法律の構造を確認した上で，その方向性に
ついて，やや乱暴であっても試論的な見解を述べ
てみたい。日本における男女「平等」の状況は，
社会的・文化的条件に根ざす部分も多く，法律だ
けで解決することは不可能であるが，「平等」法
制としてさらなる改善を考える余地も少なくない
と考えている。

Ⅱ　性別を理由とする差別の禁止

均等法の平等規定の核心は，「性別を理由とす
る差別の禁止」という標題が付された 5 条と 6 条
である。いずれも事業主を名宛人とし，5 条は，
労働者の募集・採用について，「その性別にかか
わりなく均等な機会を与えなければならない」と
定める。6 条は，次に掲げる事項について，「労
働者の性別を理由として，差別的取扱いをしては
ならない」と定めた上で，対象事項として，①労
働者の配置（業務の配分，権限の付与を含む），昇
進，降格，教育訓練，②住宅資金の貸付けその他
これに準ずる福利厚生の措置であって厚生労働省
令で定めるもの，③労働者の職種・雇用形態の変
更，④退職の勧奨，定年・解雇，労働契約の更
新，という 4 つを掲げている。

以前は，それぞれ「女性労働者に対して男性と
均等な機会を与えなければならない」「労働者が
女性であることを理由として，男性と差別的取扱
いをしてはならない」と定めていたが，2006 年
改正で，男女を問わない共通の規制とされた。募

集・採用が，他とは異なる書き方になっているの
は，採用の自由との関係で使用者に裁量の余地を
認めたという理解もあるが 2），差別の禁止はまさ
にその採用の自由を制限するものである。労働契
約がまだ成立していないことを考慮した立法技術
上の問題であり 3），違反の場合にどのような救済
が可能かという問題はあるにしても，性別にもと
づく差別が許されないという実質は同じというべ
きであろう。

6 条の対象事項は，項目ごとに複数の条文に分
かれていたのを，2006 年改正で 1 つに統合した
ものである。その際に，若干の事項（降格，退職
の勧奨，労働契約の変更など）を追加して拡充がな
されたが，対象事項を列挙する方式は維持された
ため，もれ落ちるものが残ってしまう。他の法律
の差別禁止規定が，「労働条件」（労基法 3 条）や

「待遇」（障害者雇用促進法 35 条，パート有期法 9
条）という包括的な文言を含んでいるのとは対照
的である。もちろん，そのような場合にも，憲法
14 条を基礎におく「公序」（民法 90 条）法理を通
じて民事的な救済を与えることは可能であるが，
均等法としても，労働関係の全体を包括的にカ
バーする形にすべきではないだろうか。

5 条・6 条に関する最大の問題は，具体的な事
案において，性別を理由とする差別が行われたか
否かに関する立証のルールが確立されていない点
である。差別の存在が一見明白でない場合，裁判
所としては，差別があったことを状況証拠から推
認する必要があるが，その際に，隠れたバイアス
を察知して汲み取ることができるような枠組みが
求められる。この点，女性労働者に対する昇進差
別が問題となった事件で出された 2015 年の高裁
判決 4）は，男女間で昇進状況に顕著な差があっ
たことを認めながら，それが女性差別のためとま
ではいえず，本人についても適正な人事評価の結
果であったとして，差別を否定した。しかし，こ
の判決は，詳論は避けるが，評価制度における
形式的な「客観性を保つ仕組み」を過度に重視
し，「職場の一体感やチームワーク向上に対する
能力・成果」という主観の入りやすい要素の判断
を，容易に受け入れすぎているのではないか，と
いう疑問が残るような判示であった。今後，さら
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なる裁判例の積み重ねによる法理の発展を期待す
るしかないが，現在のような状況では，訴訟その
ものが出てきにくいのではないかという懸念もあ
る。

また，差別の立証にあたり，日本ではアメリカ
のようなディスカバリーの制度がなく，証拠の入
手が労働者側にとって大きなハードルとなる。こ
れは民事訴訟手続そのものに関わる問題であり，
将来的な制度改正を待つしかないが，現在の制度
の下でも，弁護士照会によって，かなりの資料が
入手できるという指摘 5）には，注目しておく必
要があろう。

Ⅲ　労基法 4 条との関係

上記のように 6 条を包括規定にする場合，1 つ
の問題は，賃金について男女差別を禁止する労基
法 4 条との関係である。同条は，男女同一賃金の
原則を定めた，国際的にも最も早い立法例である
が，条文としては，「使用者は，労働者が女性で
あることを理由として，賃金について，男性と差
別的取扱いをしてはならない」と，差別の禁止
の形を取っている。そして，ここでいう差別的取
扱いは，不利に取り扱う場合のみならず有利に取
り扱う場合も含むと理解されており（昭和 22・9・
13 基発 17 号），実質において，性別を理由とする
差別の禁止と差違はない。

したがって，均等法を包括的な規定にすること
で賃金について規制の重複が生じても，労基法の
規制と併存する形で均等法上に付加することに，
特段の問題はないように思われる 6）。実際の裁判
例でも，配置や昇進と並んで賃金の格差も問題と
なり，労基法 4 条が援用されることが少なくな
い。男女同一賃金の重要性を明示する意味で同条
を労基法に残しつつ（片面的に見える条文の書き方
については再考の余地があろう），均等法において
も事項を問わないシームレスな解決を可能にする
仕組みが必要であろう。

Ⅳ　間 接 差 別

いわゆる間接差別を定める 7 条は，2006 年改

正で追加されたものであり，「性別以外の事由を
要件とする措置」という標題が付いている。5 条
と 6 条の対象事項に関する，労働者の性別以外の
事由を要件とする措置のうち，「措置の要件を満
たす男性及び女性の比率その他の事情を勘案し
て実質的に性別を理由とする差別となるおそれが
ある措置として厚生労働省令で定めるもの」につ
いては，「合理的理由」がある場合でなければ講
じてならならない，と定めている。たとえば，募
集・採用に当たって身長・体重・体力の最低基準
が男女を問わない形で定められていた場合でも，
実質的に女性のほうが不均等に多く排除されてし
まう可能性が高いため，それが業務の遂行上特に
必要である等の合理的理由が示されない限り，違
法となるのである。

しばしば指摘されているように，この規定は，
対象となる措置を「厚生労働省令で定めるもの」
に限定している点に大きな特徴がある。そして，
実際に省令（均等則 2 条）で定められているのは，
上記のような，①募集・採用に当たっての身長・
体重・体力要件と，②募集・採用・昇進・職種の
変更に当たり「転居を伴う転勤に応じることがで
きること」を要件とすること，③昇進に当たり

「転勤の経験があること」を要件とすること，の
計 3 つにすぎない。②が当初，総合職の募集・採
用に限られていたのが 2014 年に拡大されたとい
う動きはあったものの，あまりに限定的である。
福利厚生における「世帯主」要件や，募集・採用
に当たっての学部指定など，他にも問題になりそ
うな要件はあるはずである。導入の際に大きな議
論があったことから慎重な仕組みが取られている
ことは理解できるが，そろそろ次の段階に進んで
もよい頃である。最初から枠をはめずに広い事項
を対象とし，個々の事案の中で「実質的に性別を
理由とする差別となるおそれ」の有無と，それが
認められる場合の「合理的理由」の存否を判断す
るほうが，現場に埋もれているかもしれない問題
を，より適切に吸い上げることができるのではな
いだろうか。
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Ⅴ　妊娠・出産等を理由とする不利益取
扱い

均等法が男女を問わない「性別を理由とする」
差別の禁止になったことに伴い，妊娠・出産等の
女性のみに生じる事由については，差別禁止規定
から切り出し，9 条に特別の規定が設けられた。
その中心に位置するのが，女性労働者の妊娠・出
産等を理由とする不利益取扱いを禁じた 9 条 3 項
である。それ以前の規定と比較して，第 1 に，妊
娠，出産，産前・産後休業の取得以外に，「その
他の妊娠又は出産に関する事由であつて厚生労働
省令で定めるもの」という形で，禁止される事由
が拡大され（均等法の母性健康管理措置を受けたこ
とや，妊娠・出産に起因する労働不能や能率低下も
含まれる），第 2 に，それまでの「解雇」の禁止
から「解雇その他不利益な取扱い」の禁止へと拡
大された。

この規定に関しては，それが強行規定であり，
かつ，妊娠中の軽易業務転換（労基法 65 条 3 項）
を契機として行われた降格は，原則として違反に
なる旨の最高裁の判決が出され 7），大きな注目を
集めた。また，そのような不利益が生じる前の段
階から，いわゆるマタニティ・ハラスメントを防
止する必要があるとの議論が高まり，2016 年の
均等法改正で，使用者にその防止措置を義務づけ
る規定が設けられた（現 11 条の 3）。実際，女性
労働者が妊娠や出産を契機に解雇や雇止めをされ
たりハラスメントを受けたりしたという声はしば
しば聞かれるところであり，その是正が男女の雇
用平等の実現のために極めて重要であることは言
うまでもない 8）。

これに関して，やや気になるのは，上記の最高
裁判決が，9 条 3 項の位置づけにつき，「均等法
は，雇用の分野における男女の均等な機会及び待
遇の確保を図るとともに，女性労働者の就業に関
して妊娠中及び出産後の健康の確保を図る等の措
置を推進することをその目的とし（1 条），女性労
働者の母性の尊重と職業生活の充実の確保を基本
的理念として（2 条），女性労働者につき，妊娠，
出産〔等〕……を理由として解雇その他不利益

な取扱いをしてはならない旨を定めている（9 条
3 項）」と述べている点である。問題は 2 条の部
分であり，同条は実際には，「この法律において
は，労働者が性別により差別されることなく，ま
た，女性労働者にあつては母性を尊重されつつ，
充実した職業生活を営むことができるようにする
ことをその基本的理念とする」と定めている。つ
まり，均等法では，労働者が性別により差別され
ないことと，女性労働者が母性を尊重されること
が，共に職業生活の充実の前提となっており，女
性労働者は，それらの両方を享受すべきなのであ
る。9 条 3 項による妊娠・出産等という女性に特
有の事項に対する保護は，単にそれだけが切り離
されるのではなく，男女を通じた性差別の禁止と
一体であり，両者が相まって真の「平等」が実現
されることを，確認しておく必要があろう。

Ⅵ　セクシュアル・ハラスメント

セクシュアル・ハラスメントについては，1997
年の改正時に「女性労働者」に関する事業主の配
慮義務として導入された規定が，2006 年改正に
よって，性別を問わない「労働者」に関する「措
置義務」へと強化された。「職場において行われ
る性的な言動に対するその雇用する労働者の対応
により当該労働者がその労働条件につき不利益を
受け，又は当該性的な言動により当該労働者の就
業環境が害されることのないよう」と，かなり分
かりにくい表現ながら，いわゆる対価型と環境型
の 2 つの類型について，事業主に雇用管理上必要
な措置を講じることを求めている（11 条 1 項）。

この規定は，第 2 章「雇用の分野における男女
の均等な機会及び待遇の確保等」の中にあるもの
の，第 1 節「性別を理由とする差別の禁止等」で
はなく，第 2 節「事業主の講ずべき措置等」に置
かれている。欧米では，ハラスメントは差別の一
類型とされ，セクシュアル・ハラスメントも性差
別と構成されるのに対し，日本では，それが切り
離され，女性労働者の妊娠中・出産後の健康管理
に関する措置（12 条・13 条）や，前述したマタニ
ティ・ハラスメント防止の措置義務（11 条の 3，
2016 年改正で追加）と並ぶ形で規定されているの
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である。
もともと，均等法の規定は，民法の不法行為に

もとづく損害賠償請求としてセクシュアル・ハラ
スメントの訴訟が頻発し，後追いのような形で設
けられたものであるが，そのような民事訴訟にお
いても，日本では，性差別という点が明確化され
ることは少なく，より一般的な人格権や性的自由
という観点から判断がなされがちである。

しかし，対価型・環境型という類型のルーツで
あるアメリカの法理（1964 年公民権法第 7 編）で
は，女性（または男性）であるがゆえに，雇用上
の利益の対価として性的関係を求められた，ある
いは，女性（または男性）であるがゆえに，性的
な要素にみちた不快で敵対的な環境におかれた，
という差別の論理が明確である。そして，環境型
のほうは，人種や宗教にもとづき，いじめやいび
りとして差別的なハラスメントが行われた場合と
共通する。女はダメだといじめられ，敵対的な環
境が作り上げられれば，まさに性差別としてのハ
ラスメントである。性の場合，性愛的な好意を受
けることが多いため，そこに特別の対価型が加わ
るのである。

均等法は，上に見たように，対象事項を列挙す
る方式をとっているため，どこまで「性別を理由
とする差別」の中に取り込むことができるかは，
1 つの問題である。そのような法構造を改める必
要があることは前述の通りであるが，現行法の下
においても，セクシュアル・ハラスメントをそこ
から全く除外して，措置義務の問題としてだけ扱
うのは，適切とは思われない。男女「平等」法制
における位置づけを，しっかりと確認すべきであ
る。

また，周知のように，日本のハラスメント法理
は，2019 年にいわゆるパワーハラスメントの防
止の措置義務が新設されたことにより（労働施策
総合推進法 30 条の 2），大きな発展を見せた 9）。喫
緊の課題への必要な対応といえるが，労働者の

「就業環境が害される」ことに対する新たな角度
からの規制が加わったことを契機に，セクシュア
ル・ハラスメントの独自性と共通性を改めて再検
討する必要があろう。

Ⅶ　ポジティブ・アクション

均等法では，性別を理由とする差別（間接差別
を含む）の禁止規定（5 条・6 条・7 条）の後に，

「女性労働者に係る措置に関する特例」という規
定（8 条）が設けられ，それらの禁止規定は，「事
業主が，雇用の分野における男女の均等な機会及
び待遇の確保の支障となつている事情を改善する
ことを目的として女性労働者に関して行う措置を
講ずること」を妨げるものではない，と定めてい
る。女性労働者のために，いわゆるポジティブ・
アクションを行って支援することは，性別を理由
とする差別の禁止と抵触する可能性があるが，そ
れが実質的な意味の平等の推進に資することか
ら，一定の場合には，これが許容されることを明
らかにしたものである 10）。しかし，これはポジ
ティブ・アクションを行ってよいというだけであ
り，そもそもポジティブ・アクションを行うかど
うかについては，事業主の自由にゆだねられてい
た。

ここに変革をもたらしたのが，2015 年に制定
された，女性活躍推進法である。常時雇用する
労働者が 300 人を超える民間の事業主に対し 11），
女性の活躍状況（採用時の女性割合，勤続年数の男
女差，労働時間の状況，管理職の女性割合の 4 つは
必須事項）に関して状況把握と課題分析を行った
上で，行動計画を策定し，厚生労働大臣に届け出
るとともに，労働者への周知と，公表をすること
を義務づけた（8 条 1 項〜 5 項）。行動計画の中に
は，達成しようとする目標と，取り組みの内容を
定める必要があり（2 項），特に，その目標の中に
は，上記の必須 4 項目の中の 1 つ以上について，

「数値を用いて定量的に」定めることが求められ
た（3 項）。また，上記の事業主には，このような
行動計画とは別に，「女性の職業生活の選択」に
資するよう，女性の活躍状況に関する情報を定期
的に公表することも義務づけられた（16 条，現 20
条）。

この法律については，制定に当たり，経済戦略
の一環としての性格が強調されたことから，評
価が分かれる面がある 12）。また，計画の中身が，
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数値目標を含めて事業主に委ねられており，実効
性に疑問を示す声もある。しかし，そのようなマ
イルドなものであっても，均等法で空白となって
いた，事業主の自主的な点検と改善のための行動
を法的に義務づけたことは，重要な一歩であると
考える。差別の禁止だけでは，過去の不均等の結
果を直ちに除去することはできず，また，差別の
結果とは必ずしもいえない様々な問題も残ってし
まう。そこにポジティブ・アクションの意義があ
るのであり，取組の姿勢や内容はそれぞれの事業
主によるとしても，自社の状況を確認して改善を
考え，さらに公表を通じて社会の目にさらされる
ことによって，長い目で見れば大きな効果が出る
ことが期待される。

同法の対象となる女性活躍の状況には，男女の
平等に関するものだけではなく，労働時間の状況
のように，いわゆるワークライフバランスに関す
る事項も含まれている。均等法は前者を標的と
するが，後者も女性の就労にとって特に重要な要
因であり，ポジティブ・アクションとして，それ
らの両方に目配りをするのは自然であろう。2019
年の法改正とそれに伴う省令改正で，行動計画の
数値目標と定期的な情報公表項目として，「女性
労働者に対する職業生活に関する機会の提供」と

「職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境
の整備」の両方から，それぞれ 1 つずつを選ぶこ
ととされたのは，これをより明確化したものとい
える。

Ⅷ　結びに代えて

以上，均等法の実体的な規定について一通り
の検討を行ってみたが，筆者はアメリカの労働
法を研究していることから，その観点からのバ
イアスがかかっている可能性は否定できない。ア
メリカの場合，人種差別を禁止するために作られ
た 1964 年公民権法第 7 編の法案に，差別事由と
して「性」が追加されたため，人種差別と並ぶ形
で，かなり強力な性差別の法理が形成された。ま
た，妊娠・出産を理由とする不利益取扱いも，セ
クシュアル・ハラスメントも，性差別と構成され
ている。日本の均等法について，どこまでそれ

が参考になるのかは問題であるが，少なくとも，
「差別禁止」の観点から同法を見直してみること
は，有益なのではないだろうか。

その関連で言えば，本稿では触れなかったが，
法違反に対する救済をどうするかも大きな問題
である。均等法には，都道府県労働局長による助
言・指導・勧告（17 条）と，紛争調整委員会によ
る調停（18 条以下）が定められ，また企業名公表
の規定（30 条）も追加されたが，強制力は欠けた
ままであり，最終的には個々の労働者が民事訴訟
で争わなければならない。この点，アメリカで
は，法の施行に当たる行政機関（EEOC）が，労
働者に代わって訴訟を提起する権限を有してお
り，それが早期の是正を求めるために大きな役割
を果たしている。司法制度の違いを含めた大きな
議論となるが，均等法についても，何か根本的な
強化策を考える必要があるように思われる。

	 1）筆者なりの簡単な概観として，「男女雇用機会均等法 30 年
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性差別の禁止（1964 年公民権法第 7 編）の導入に当たり，そ
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